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各国における地震の頻度 

過去20年で発生したＭ5.5以上の地震の回数(日本の国土面積あたり) 

• コスタリカ…1年で2.44回(世界1位) 

•日本…1年で1.14回(世界6位) 

 

その一方 

 

ヨーロッパなど過去100年で一度もＭ6以上が発生していない国も 

存在する 

 

 
出典:社会実情データ図録 
    TABIPPO.net 



地震に対する反応 

震度3の場合 
日本人 

 
外国人 

 

震度5以上の場合 
日本人 

 

外国人 

あー、ちょっと揺れたなあ 

え？？なに？揺れてる！？ 

今回は大きいぞ、ツイートしなきゃ 

！？！！！？？ 



大阪府北部地震での外国人の反応 

• 誰も心配してなさそうだけど、これが普通なの？ 

• なんで何事もなかったようにスマホいじってるんだ！ 

• 東日本大震災の恐怖はどこへ行ったの？！ 

• 地震速報が急に鳴り響いて何かと思った 

• 地震よりも日本人の落ちつき具合に驚いた 

 



学生アンケート① 

はい 
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ジ] 

地震対策をしている 

怖い 
88% 

どちらで

もない・怖

くない 
12% 

いいえの内訳 

約88％が怖いにも

関わらず、対策をし
ていない！！ 



学生アンケート② 

ほとんどの人が恐怖度は高い 

ハザードマップ対策が少ない結果 

→ハザードマップの重要性 

33% 

29% 

21% 

3% 14% 

どんな対策をしている？ 

水を備蓄している 

食料を備蓄している 

防災グッズを準備している 

ハザードマップを確認している 

家具を固定している 



ハザードマップとは 

ハザードマップとは、自然災害による被害を予測し、その被害範

囲を地図化したものである。予測される災害の発生地点、被害の

拡大範囲および被害程度、さらには避難経路、避難場所などの情

報が既存の地図上に図示されている。  

 

まずは、自宅周辺の被害予想状況と避難場所を確認！！ 







目的 
 

 

南海トラフ大地震の 
経済への影響を予測し、対策を考える 

過去の震災では 
どのような影響・被害が 
あったのか 

企業アンケート 



企業アンケート 

•日本全国の企業に、過去の震災による影響と南海トラフ大地震への

対策についてアンケートをとった 

 

•過去の震災については「地震による生産・販売・利益への影響」と

「被災地・被災者への支援」の2項目について調査した 



ご回答いただいた企業 

• 西日本旅客鉄道株式会社 
• 鹿島建設株式会社 
• JAPAN AIRLINES  
• 住友林業株式会社 
• 大阪ガス株式会社 
• 仙台市ガス局 
• 敷島製パン株式会社 
• 関西電力株式会社 
• 株式会社デンソー 
• 近畿日本鉄道 
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阪神・淡路大震災 

（1995.1.17） 



地震の概要 

• マグニチュード ７．３ 

•最大震度 ７ 

•死者 ６,４３４名 

•軽傷者 ３３,１０９名   重傷者 １０,６８３名 

阪神・淡路大震災 



被害総額 約９兆９２６８億円 
 
・建築物 約５兆８０００億円 
 
・港湾・鉄道などの 
 社会基盤 約２兆２０００億円  
 
・商工関係 約６３００億円 
 
・ライフライン 約６０００億円 
 

阪神・淡路大震災 

約５兆８０００億円 

約１兆円 

約６３００億円 

約５５００円 

約４２００億円 

被害総額約９兆９２６８億円 

建築物 港湾 商工関係 高速道路 ガス・電気 その他 出典：神戸新聞HP 



建築物の被害 

 

損壊・焼損含めて、住宅約５２万棟の被害 

そのうち、１５％が公共施設だった。 

 

 

 

崩壊した建物のほとんどは、現行の建築基準法・同施行令の基準を
満たしていない。 

 
阪神・淡路大震災 

しかし 



企業アンケート（被害・対応） 

•関西電力 

 火力発電所・送配電設備を中心とした設備被害 

  →短期間で復旧し、社会的・経済的な影響軽減に微力ながら貢献 

 

•鹿島建設 

 現場工程等に大きな影響 

  →インフラを中心とした復旧作業の実施 

 

阪神・淡路大震災 



企業アンケート（支援） 

•関西電力 

 避難所周辺等を中心に街路灯の設置。 

 避難所へ設置するシャワーの熱源として電気温水器の提供。 

 電気焼却式トイレの設置。 

 

• ＪＡＬ 

 救援物資の無償輸送、東海道・山陽新幹線などの代替輸送手段と
して、東京‐大阪間を中心に多くの臨時便の運航を実施 

阪神・淡路大震災 



東日本大震災 
（2011/3/11） 



地震の概要 

東日本大震災 

• マグニチュード ９．０ 

• 最大震度 ７ 

• 死者数 １５,４６７名 

• 行方不明者 ７,４８２名 



地震による被害額 

東日本大震災 

• 建築物等     約１０兆４千億円 

• ライフライン施設 約１兆３千億円 

• 社会基盤施設    約２兆２千億円 

• 農林水産関係    約１兆９千億円 

• その他                 約１兆１千億円 

        ⇒ 総計   約１６兆９千億円 

 

マグニチュード９．０の大規模な地震と、それに伴う津波の影
響で被害は甚大かつ大規模なものとなった。 
 



原発の被害と経済影響 

東日本大震災 

• 原発停止による化石燃料依存度が88％（２０１３年）と、 
  第一次オイルショックの７６％より高い水準 
 

• 震災後の原発停止分の発電を火力発電の焚き増しによる燃料費
増は、２０１０年と比較して 

  ＋２．３兆円（２０１１）、＋３．１兆円となっている 
 

• 原発の稼働低下に伴う火力燃料費等の増加を受けて、２０１２年
の東京電力の申請以降、７社が料金値上げを申請し、認可されて
いる 



企業アンケート（被害） 

東日本大震災 

• 仙台市ガス局 

 ガスの製造工場が津波の被害にあったため、 
 ガスの供給が停止し大幅な生産・ 販売量の減少 
  
 さらに、災害復旧費用や被災した設備の除却等に係る損失の増加等で、 
 平成２３年度の純損失は、前年度の３倍以上の３８．１億円まで膨らんだ。 
  
 LNG（液化天然ガス）受入基地津波の影響により、 
 ２０１１年１１月まで輸入不可となった。 
 

• デンソー 

 サプライチェーンの分断、社会インフラの毀損等による影響 
 
 
 
 



企業アンケート（支援・対応） 

東日本大震災 

• 仙台市ガス局 
 ガス事業法上の特別供給条件を適用し、 
 一定期間におけるガス料金の支払い猶予措置と 
 使用量が認められないときの基本料金免除を実施。 
 

 
• 近畿日本鉄道 
 義援金の寄付 
 
 



熊本地震 
（2016/4/16） 

熊本地震 



地震の概要 

• マグニチュード ７．３ 

•最大震度 ７ 

•死者 ２６７名 

•重傷 １,１９８名  軽傷１,６０６名 

熊本地震 



地震による被害額 

•熊本・大分県の被害額（推計） 約2兆4000億円～4兆6000億円 
 

•建築物等 約1兆6000億円～3兆1000億円 

•社会インフラ 約4000億円～7000億円 

•電気・ガス・上下水道 約1000億円 

•他の社会資本 約4000億円～7000億円 
 
 

                                                   

熊本地震 

出典：内閣府ＨＰ 



企業アンケート（被害） 

•デンソー 

  被災地にある関係取引先の生産・販売・物流に影響あり 

 

•鹿島建設 

  現場工程に影響あり 

熊本地震 



企業アンケート（支援） 

• ＪＲ西日本・近鉄 

  義援金、募金の寄付 

  ボランティア参加の社員への働きかけ 

•鹿島建設 

  インフラ復旧 

•仙台市ガス局 

  カセットコンロ等を被災地に提供 

•敷島製パン 

  救援物資として菓子パンの提供 

 
熊本地震 



北海道胆振東部地震 
（2018/9/6） 

  



地震の概要 

•マグニチュード ６．７ 

•最大震度 ７ 

•死者 ４１名 

•重傷 ９名  軽傷 ６４６名 

 
 

北海道胆振東部地震 



農林水産関係の被害額① 

農地・農業用施設への土砂堆積や損傷 ３３９億円 

 （農地の破損：１３４箇所） 

 

林地の大規模崩壊や林道の損傷 ２７８億円 

 （林地荒廃：１４２箇所） 

 

農作物等の被害 ４６億円 

 （家畜：３２６,７６２頭羽 生乳等の畜産物：２３,７８７トン） 

 
出典：農林水産省ＨＰ 

北海道胆振東部地震 



農林水産関係の被害額② 

 

全体の被害額は…     

 

 

       

   

 保存されている農作物の冷却ができずに廃棄された 
 

出典：農林水産省ＨＰ 

 
北海道胆振東部地震 

６７２億円 

一次災害 ＜ 停電による二次災害 



観光被害 

宿泊予約キャンセル：９４万２千人 

        影響額：１１７億２５００万円 

 

飲食費・交通費を含めると… 

  観光消費影響額    

                   

 
 

出典：毎日新聞 

北海道胆振東部地震 

２９２億円 



企業アンケート（被害） 

•敷島製パン 

停電等インフラが整わないことによる、復旧までの現地店舗の休業、
営業時間の短縮 

 

その他、多くの企業の工場が営業停止 

                                                                   

•鹿島建設 

停電による現場の作業への影響 

 

北海道胆振東部地震 

北海道の上場企業数は
熊本県の約９倍 



企業アンケート（支援） 

 

 

•鹿島建設 

 重機の提供 

 

 

北海道胆振東部地震 



スマトラ島沖地震 
（2004/12/26） 

 



地震の概要 

• マグニチュード ９．０ 

•死者・行方不明者 ３０万人以上 

•被災者 ５００万人以上 （要食料援助 １８０万人） 

•被害総額（国連発表） ９億７７００万ドル 

               （＝１１４３億９６９３万円） 

 
出典：失敗知識データベース 

スマトラ島沖地震 



津波による被害 
 

 

津波の経験がない地域が多く、人的な被害を拡大させた 

 

エビ養殖のためにマングローブ林が減少している 

･･･津波被害が大きくなった一因 

 

スマトラ島沖地震 

出典：失敗知識データベース 



南海トラフ大地震による 
経済への影響 



南海トラフ大地震 

•震源地：駿河湾から日向灘沖にかけてのプレート境界 

• 100年～150年間隔で繰り返し発生 

•前回の南海トラフ地震発生から70年経過 

出典:朝日新聞HP 



想定される被害 

•高知県黒潮町 ３４ｍ 

•愛知県豊橋市 １９m 
1位 2位 3位

死者数 静岡県 10万9千人 和歌山県 8万人 高知県 4万9千人

全壊建物 愛知県 38万8千棟 大阪府 33万7千棟 静岡県 31万9千棟

浸水 高知県 157.8平方ｋｍ三重県 157平方km 静岡県 150.5平方km

停電 大阪府 450万軒 愛知県 370万軒 兵庫県 300万軒

断水 愛知県 490万人 大阪府 430万人 静岡県 340万人

ガス供給停止 愛知県 75万戸 大阪府 57万戸 静岡県 20万戸

被害額 愛知県 30兆7千億円 大阪府 24兆円 静岡県 19兆7千億円

出典:朝日新聞HP 



想定される被害 

•地震発生翌日には最大４３０万人が避難所へ 

 

• １週間で 

 食料は９６００万食、飲料水は１億４５００万リットル 

 不足すると想定 

 



経済への影響を予測 

•工場倒壊、津波浸水による設備使用不可 

• インフラ被害による生産や販売の減少、物流停滞 

•農産物の被害 

⇒利益減少、倒産 

⇒消費者へ影響＝復旧の遅れ 

 

• ホテル、ツアーのキャンセル 

⇒観光業界へも影響 

一次災害、二次災害 
ともに大きい 



企業アンケート 

•関西電力 

 燃料タンクの遠隔操作化、重要な送電ルートを複数で構成 

 防災訓練の実施、社外防災機関や自衛隊との相互連携 

• ＪＲ西日本 

 耐震補強工事、新幹線における逸脱防止ガードの整備 

 列車を緊急停止させるシステムの整備 

•近鉄 

 防災マニュアルの整備、防災教育、防災訓練 



南海トラフ大地震の貿易への影響① 

•輸出入における影響 

 平成30年7月名古屋港における輸出入額 

 

 輸出：１兆１９０億２,９００万円 

  →自動車本体、部品など機械系 ８,３１１億７００万円 

 

 輸入：４,４６３億７,０００万円 

  →自動車部品、原料、燃料など ３,３９３億３,４３０万円 



東海地方はトヨタ・スズキ・三菱など 

自動車工業が盛んである 

→貿易港、工場の両方の復旧を早めなければ 

 多大な影響が及ぶ可能性あり 

 

過去の大地震からの傾向をみると 

国内の物資不足により 

食料や生活必需品の輸入が増加する可能性あり 

南海トラフ大地震の貿易への影響② 



結論 

南海トラフ大地震… 

 

•死者数は全国で４０万人近く 

 被害総額は１４０兆円にものぼる見込み 

 

•海外との貿易にも多大な影響あり 

 

•日頃から防災備蓄や耐震などの対策が大事 
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• 内閣府「防災情報のページ」 (最終閲覧日2018年11月15日） 

  www.bousai.go.jp 

• 経済産業省(最終閲覧日2018年11月15日） 

  www.meti.go.jp 
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• 内閣府「平成28年熊本地震の影響試算について」(最終閲覧日2018年11月15日） 

  http://www5.cao.go.jp/keizai3/kumamotoshisan/index.html 

• 参議院 (最終閲覧日2018年11月15日） 

  www.sangiin.go.jp 

• 名古屋税関(最終閲覧日2018年11月15日） 

  http://www.customs.go.jp/nagoya/boueki/index.htm 

• 神戸新聞「データで見る 阪神淡路大震災」 (最終閲覧日2018年11月15日） 

  https://www.kobe-np.co.jp/rentoku/sinsai/graph/sp/p1.shtml 
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ご静聴ありがとうございました。 


